
斜里町下水処理場・斜里郡３町終末処理場維持管理業務委託一般仕様書 

 

第１章  総 則 

（目的） 

第１条 本仕様書は、斜里下水終末処理場及びウトロ下水処理場、斜里郡３町終末処理 

場、汚水中継ポンプ場、汚水マンホールポンプ所、雨水マンホールポンプ所（以下 

「処理場等」という。）の維持管理業務を円滑に実施するため、必要な事項を定めるも 

のである。 

 

（業務委託の範囲） 

第２条 業務は、本仕様書及び斜里町下水処理場維持管理業務委託特記仕様書及び斜里郡

３町終末処理場維持管理業務委託特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に明記

する各施設の保守点検、運転操作監視、その他の維持管理に必要な一切の業務とす

る。 

 

（業務の履行） 

第３条 受託者は、処理場等の機能を十分発揮させるため、本仕様書のほか、契約書及び

特記仕様書、並びにその他関係書類に基づき、誠実かつ安全に業務を履行しなければ

ならない。 

 

（法令の遵守） 

第４条 受託者は、業務の履行にあたり、廃掃法、下水道法、水質汚濁防止法、電気事業

法、労働安全衛生法等、関係法令を遵守しなければならない。 

 

（業務体制） 

第５条 本業務従事者は受託者と直接かつ恒常的な雇用関係のある者を選出し、専従者と

する。 

２ 受託者は災害時に即応できる職員体制とすること。 

 

（有資格者の確保） 

第６条 業務の履行にあたり、法令上、作業に直接必要とする有資格者は、受託者で確保

するものとする。この場合、常勤または非常勤の別は問わない。 

 

（従業員の届出等） 

第７条 受託者は、業務に従事する従業員の氏名等を斜里町（以下「委託者」という。）

に届け出るものとする。 

２ 委託者は、受託者の従業員で業務の履行上著しく不適格と認められる者があった場合

には、その理由を明示し必要な措置を求めることができる。その場合、受託者は、速

やかに業務に支障なきよう必要な措置をとらなければならない。 

 



 

 

（従業員の能力基準） 

第８条 本業務に従事する従業員は、次の資質を有するものとする。 

（１） 業務総括責任者：業務全体の現場総括責任者として高度な技術を有し、かつ、総合

的な管理能力のある者。 

（２） 副 総 括 ：業務総括責任者の補佐及び代行として、高度な技術を有し、各

業務の責任者として的確な判断ができる者。 

（３） 主 任 技 術 者 ：高度な技術を有し、かつ、保守点検、運転操作監視、水質試験

等の専門職として適格な判断のできる者。 

（４） 技 術 員 ：基礎的な技術を有し、保守点検、運転監視等の業務を遂行でき

る者。 

（５） 技 能 員 ：運転操作、水質分析等の作業について必要とされる技能を伴っ

た補助業務が行える者。 

（６） そ の 他 ：事務及び清掃等の他、各種の簡易な作業を行う者。 

 

（業務総括責任者の選任） 

第９条 受託者は、業務に従事する従業員の中から総括責任者を選任し、業務総括責任者

選任届を町に提出するものとする。 

 

（業務総括責任者の職務） 

第１０条 業務総括責任者の職務は次のとおりとする。 

（１） 現場の最高責任者として、従業員の労務管理をするとともに、作業の指揮、監督

を行うこと。 

（２） 契約書、仕様書、その他の関係書類により業務の目的、内容等を十分に理解し、

常に適切な管理を行うこと。 

（３） 施設の機能を十分に把握し、効果的、経済的な運転に務めること。 

（４） 常に状況を適格に把握し、緊急時には直ちに連絡対処できる状態にしておくこ

と。 

（５） 日常の業務執行状況を、随時、町に報告するとともに、業務担当職員と連絡協議

を行うこと。 

（６） 適宜、従業員を教育し、技術の向上、事故の防止に努めること。 

 

（緊急時の体制） 

第１１条 受託者は、大雨、台風及びその他の緊急事態発生に備え、従業員を非常招集で

きる体制を確立しておかなければならない。 

２ 緊急事態が発生した場合には、あらかじめ定めた緊急連絡体制図に従い、速やかに従

業員を所定の場所に配備しなければならない。また、予想される場合も同様の扱いと

する。 

３ 町は受託者が作成した緊急連絡体制図に対し、改善や変更を求めることができる。 



 

 

（提出書類） 

第１２条 受託者は、委託業務の着手及び完了にあたり、次の書類を委託者に提出するも

のとする。 

（１） 着手届 

（２） 維持管理業務履行計画書 

（３） 組織表（業務体制、安全体制等） 

（４） 業務総括責任者選任届（経歴書附記のこと） 

（５） 従業員名簿 

（６） 完了届 

（７） その他町が指定する書類 

 

第２章  業務要領 

（業務計画等） 

第１３条 受託者は、業務着手に先立ち、次の事項について維持管理業務履行計画書を作

成し、委託者の承認を受けるものとする。 

（１） 保守点検整備、水質試験等に関すること。 

（２） 安全対策、衛生管理に関すること。 

（３） 緊急連絡体制に関すること。 

（４） 施設、使用物件等の管理に関すること。 

２ 受託者は、各月末までに翌月の業務計画書を作成し、委託者に提出するものとする。 

３ 受託者は、月間業務計画書に従い誠実にその業務を履行するものとする。ただし、止

むを得ない事情により業務計画に変更が生じた場合はこの限りでない。 

４ 受託者の提出した業務計画に対して、委託者は改善や変更を求めることができる。 

 

（各種機器の運転操作） 

第１４条 受託者は、各種機器の機能等を十分に理解し、業務計画に沿って適正な運転操

作を行うものとする。また、大雨や悪質汚水の流入等による非常時の運転について

は、直ちに委託者へ報告して必要な措置を講じるものとする。 

２ 運転操作上問題が生じた場合は、その都度委託者に報告し協議するものとする。ま

た、管理上必要な措置を講ずるために、全面的に運転を停止するとき及び再開すると

きは委託者の承認を得るものとする。 

 

（保守点検整備） 

第１５条 受託者は、事故等を未然に防止するとともに、各種機器の性能を確保するた

め、日常及び定期的に点検整備を行うものとする。 

（１） 日常点検は、機器保全を主目的とし、外観及び五感による観察を重視し、異常を

発見した場合は、その都度町に報告して協議のうえ必要な措置を講じるものとす

る。 



（２） 定期点検は、あらかじめ委託者と協議して定めた業務履行計画書に基づいて実施

するものとする。 

（３） 各種機器が常に正常に作動するよう調整、給油、消耗部品の交換、補充、清掃等

の保守整備に努め、必要に応じて分解整備を行うものとする。 

 

（水質試験等） 

第１６条 受託者は、下水道法、水質汚濁防止法並びに関係法令、政令及び国土交通省、

厚生労働省公示に適合するよう、あらかじめ委託者の承認を受けた計画に基づき、運

転管理に必要な水質等の試験を行うものとする。 

（１） 試験に用いた書類及び成績表等は常に整理に努め、委託者が管理上必要とする場

合には、その他の報告書と合わせて遅滞なく提出するものとする。 

（２） 水質試験に要する器具、薬品類及び各種装置等は、正しい知識と細心の注意をも

って取り扱い、常に適切な管理をしておくものとする。 

（３） 法に定める「重金属に係る水質分析」等の精密試験は、委託者が行うものとす

る。 

 

（修理、造作） 

第１７条 受託者は、点検整備により発見した不良箇所や故障の発生箇所のうち、備え付

け工具、支給材料等を用いて修理可能なものについては、委託者と内容を協議のうえ

処置するものとする。ただし緊急を要する場合には応急処置を行うとともに、委託者

に報告して指示に従うものとする。 

２ 各種設備、安全対策に関する工作物等のうち、簡易な工作改良について、委託者の承

認又は指示により備え付け工具、支給材料等を用いて造作するものとする。この場

合、委託者が必要と認める時には、その指示に従い現場状況等を記録し、写真並びに

関係図書等を附して報告するものとする。 

 

（廃棄物等の処理） 

第１８条 沈砂等の廃棄物及び脱水ケ－キは、関係法令を十分理解し遵守したうえで受託

者が運搬し、委託者が適正に処理をする。 

 

（業務報告） 

第１９条 受託者は、毎月の業務が完了したときは当該月の管理実績を記録した実績報告

書を速やかに提出し、委託者の検査を受けるものとする。 

 

（安全・衛生の確保） 

第２０条 受託者は、「労働安全衛生法」その他の災害防止関係各法令の定めるところに

より、常に安全管理に必要な措置を講じ、各種災害発生の防止に努めなければならな

い。 

２ 受託者は、事故防止を図るため、安全対策について業務履行計画書で明確にしてお

き、あらかじめ委託者に提出するものとする。 



３ 受託者は、業務中に安全管理上の障害が発生した場合には、直ちに必要な措置を講

じ、かつ、速やかに町に報告するものとする。 

４ 業務の性格上、細菌類による疾病に対し細心の注意を払い、手洗い及び入浴の励行等

衛生面に十分留意しなければならない。また、必要に応じて予防接種を受けるものと

する。 

 

（火災の防止） 

第２１条 施設の火災を未然に防止するため、各箇所ごとに火元責任者を選び、火気の適

正な取り扱い及び後始末を徹底させ常に火災防止に努めなければならない。 

 

（盗難、災害の防止） 

第２２条 施設における設備機器、工具備品等の盗難及び侵入者による災害の発生を未然

に防止するため、施錠については十分注意を払わなければならない。 

 

第３章  その他 

（費用の負担） 

第２３条 受託者が業務履行上で負担する費用は、受託者が直接的に必要な事務費及び維

持管理経費とし、委託者との負担区分は特記仕様書に定めるものとする。 

 

（故障等の費用） 

第２４条 契約期間中に受託者の責により生じた維持管理上の過失による機器等の破損及

び故障等の復旧に要する費用は受託者の負担とする。 

２  維持管理上の機器等の破損及び故障等のうち、構造上の欠陥ならびに経年劣化、並び

に天災事変、不測の事故等による場合は委託者の負担とする。 

 

（事務室等の使用） 

第２５条 業務履行に必要な事務室等は契約期間中につき使用することを認めるが、清掃

等の使用上の管理に伴う費用、並びに汚損又は破損による弁償は受託者の負担とす

る。 

 

（事務用機器、安全器具、消耗品等） 

第２６条 業務履行に必要な事務用機器、安全器具及び工具類のうち、委託者が備え付け

を必要と認めるもの以外については受託者が備えるものとする。 

２ 受託者が専ら使用する什器、備品並びに事務用品、清掃用品、安全用具等の消耗品は

受託者が備えるものとする。 

 

（施設備品、工具等の貸与） 

第２７条 業務履行に必要な施設備品、安全器具及び特殊工具等で委託者が備え付けるも

のは無償で使用させるものとするが、受託者は台帳を作成してその保管状況を常に把

握し、破損紛失等が生じた場合には、責任をもって弁償するものとする。なお、備品



等が通常の使用状況にも関わらず経年劣化等により、使用が出来ない場合や破損が発

生した場合は、委託者が備品の交換、補充を行なう。 

 

（従業員の服装等） 

第２８条 従業員には作業に適する統一した服装を着用させ、安全面に配慮し、作業形態

に応じて保護具を付けさせるものとする。 

 

（疑義） 

第２９条 本仕様書に明記されていない事項、並びに疑義を生じた場合には、両者協議の

うえ定めるものとする。 

 

（秘密を守る義務） 

第３０条 従業員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また同様とする。 


